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のれんの帰属と連結基礎概念
──外貨建のれんの帰属をめぐる議論をもとに──
Attribution of Goodwill and Basic Concepts of Consolidated Financial Statements:























































「外国為替レート変動の影響（The Effects of Changes in Foreign Exchange Rates）」に定めが置
かれている。2003 年 12 月に、国際会計基準審議会（IASB）から改訂 IAS第 21 号「外国為替レー
ト変動の影響」（IASB 2003）が公表され、外貨建のれんの取扱いが変更された 2。現行の IAS第
21 号において、在外営業活動体（foreign operation）の取得時に生じたのれんは、在外営業活動
体の資産として処理し、在外営業活動体の機能通貨で表現し、決算日レートで換算しなければな
らないとされている（IASB 2003, 47 項）3。
　同様に、在外営業活動体の取得により生じた資産および負債の帳簿価額の公正価値修正、いわ
ゆる評価差額について、在外営業活動体の資産または負債として処理し、決算日レートで換算す
ることが求められている（IASB 2003, 47 項）。IASBは、公正価値修正は被取得企業の特定可能
な資産および負債に係るものであり、したがって決算日レートで換算されるべきであることに合
意したとされている（IASB 2003, BC28 項）。IAS第 21 号では、従来から、のれんと評価差額を
同じように扱っている。のれんと評価差額は子会社化によって新たに生じるものとして共通して
いるからであろう。
　従前の IAS第 21 号では、のれんの換算は、①決算日レート、または②過去の取引日レートで
行う選択肢が認められていた（IASC 1993, 33項等）。改訂 IAS第21号の結論の根拠において、概
念的には、正しい処理はのれんおよび公正価値修正が、①被取得企業の資産および負債、または
②親会社の資産および負債の一部となるかどうかにより決まることに合意したとされている
（IASB 2003, BC27 項）。①の被取得企業の資産および負債となる場合には決算日レートでの換算
が示唆され、②の親会社の資産および負債の一部となるには過去の取引日レートでの換算が示唆
される（IASB 2003, BC27 項）。
　改訂 IAS第 21 号では、この 2つの考え方の根拠や減損会計における取扱い等が検討されたう
えで、のれんは、在外営業活動体の資産として扱い、決算日レートで換算することとしたとされ




算には、決算日レートが用いられる（IASB 2003, 39 項 ; 42 項）。
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なる機能通貨の水準にまでプッシュダウンする必要があるか、またはそれより高いレベルで会計
処理し検討することができるかどうかが議論の対象であった（IASB 2003, BC29 項）。
　第 1の考え方として、親会社が多くの異なる機能通貨を有する事業体で構成される多国籍営業
活動体を取得する場合には、いかなるのれんも親会社／取得企業の資産として処理し、連結レベ











げられている（IASB 2003, BC31 項）。のれんは在外事業体への投資により生じ、当該事業体と離






論付けられている（IASB 2003, BC32 項）。このことは、外貨の換算上のれんが配分される水準
は、のれんの減損の判定が行われる水準とは異なることがあるかもしれないことを意味するとさ
れ、企業は IAS第 36 号「資産の減損」に従ってのれんの減損の判定を行う水準を決定するとさ



















会 2008, 382‒2 項）5。





されている（日本公認会計士協会 2009, 40 項）6。
　なお、旧実務指針では、親会社が在外子会社を連結する場合、親会社の子会社投資から発生す
るのれんは親会社の通貨である円貨額で固定されているため、のれん残高およびのれん償却額は
為替相場の変動による影響を受けないとされていた（日本公認会計士協会 2008, 40 項）。ただし、
在外子会社の連結貸借対照表に計上されている在外孫会社に係るのれんは決算時の為替相場によ
り換算されるとされていた（日本公認会計士協会 2008, 40 項）。
4　なお、当該外国通貨で把握されたのれんの当期償却額については、当該在外子会社等の他の費用と






算から発生することになるとされている（日本公認会計士協会 2009, 40 項）。
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